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   In the case of a large-scale disaster, it is necessary to plan an appropriate rescue operation strategy according to the 

extent of damage in the disaster area, while the damage information is complicated. In this research, we proposed a 

method to the rescue activities by firefighters for the people trapped under collapsed buildings by the earthquake in 

order to contribute to the drafting of support plan in the rescue activities after the earthquake. As a result of the analysis, 

from a spatiotemporal perspective, the area where the public supporters are lacking became clear, and it was possible 

to select the emergency traffic route in the time zone important for lifesaving immediately after the earthquake. 
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１．はじめに 
 

(1) 研究背景 

 阪神淡路大震災では，甚大な人的被害に対して被災地

域の救助隊のみでは対応が困難であり，被災地域外から

多数の救助隊が応援に向かう「広域応援」が実施され，

人命救助に貢献した．ただし，大規模部隊の迅速な出動

体制の整備，被災地でのロジスティクスの確保などの課

題が明らかとなった1)．また，熊本地震における熊本市

消防局の対応検証では「受援側と応援側の連携」が課題

として挙げられており，応援部隊の進出拠点(1)に職員を

配置できず，早い段階での部隊誘導や情報提供を行えな

かったことなどが受援体制の課題として提起された2)． 

今後，発生が懸念される首都直下地震においても，甚

大な人的被害に対して，被災地域内の救助隊の活動能力

が不足することが懸念されており，応援部隊を適切に運

用する体制の構築が重要である．現在，広域応援に関す

る体制の整備は進み，中央防災会議の首都直下地震にお

ける計画3)では，約250箇所の救助活動拠点，約70箇所の

航空機用救助活動拠点を予め明確にするなど応援部隊を

迅速に派遣するための対策が検討されている．また計画

では，被災地域内の救助隊を考慮した上で，被害想定の

死者数および自力脱出困難者数に応じて，応援部隊の派

遣先・規模を検討すると記載している(2)．しかしながら，

被災地域における人的被害量や消防力などを踏まえて，

応援・受援体制をどのように構築すれば良いのかについ

ては，時間的・空間的視点から十分に議論されていない． 

(2) 先行研究と本研究の目的 

 広域応援に関する調査・研究として，三船ら4)は，阪

神淡路大震災時の神戸市の公園を対象に，自衛隊・警

察・消防の利用実態を調査し，組織別に応急的公園利用

の考え方を整理している．島田ら5)は，既往研究および

地域防災計画を基に，都市公園の防災的役割を整理して

おり，消防・警察・自衛隊などの応援部隊の活動拠点の

規模について考察した．小玉ら6)は，長野県における広

域防災拠点計画の策定にあたり，進出拠点・救助活動拠

点などの広域防災拠点(3)に必要な機能・規模を整理して

いる．また山口ら7)は，全国47都道府県の県庁などを対

象として，震災直後の防災拠点の道路接続の優先度評価

に関するアンケート調査を実施した(4)．調査結果より，

消防・警察・自衛隊などは，道路接続の優先度評価が高

く，且つ24時間以内に道路接続を確保する必要があると

考える回答が80%以上であったことから，応援が必要に

なる消防署などを，震災後速やかに選定することは，道

路啓開に関する戦略立案にも重要であると考えられる． 

 次に，震災時の救助活動に関する既往研究として，村

上ら8)は，住民により層崩壊している倒壊建物から自力

脱出困難者を救助することは困難であるとし，消防隊員

による救助活動のシミュレーションを実施することで，

救助活動が難航する区域を明らかにした．ただし，救助

活動に影響を与える交通障害などは考慮されていない．

沖ら9)は，地域住民による救助活動と広域避難行動を統

合したシミュレーションを実施し，大規模地震時の物的

被害（建物倒壊・火災延焼・道路閉塞）や広域避難行動
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の影響を考慮した上で，地域住民による救助活動の有効

性を示した．この研究は実市街地を対象に，大地震時の

物的被害が救助活動に与える影響を精緻に再現しており，

地域住民による救助活動のあり方を検討するのに有効で

あるが，市区町村など広域地域への適用はデータ構築が

容易ではないと考えられる．また，中村ら10)は，リスク

コミュニケーションを促進するため，地震災害における

自治体間の災害対応力を評価する手法を提案した．住

宅・土地調査統計，国勢調査など汎用性の高いデータを

用いており，他の自治体でも容易に適用できると考えら

れるが，時間的・空間的な視点からの評価は行われてい

ない． 

 図1は，熊本地震における警察の全救助活動11)（111現

場：生存128人，心肺停止32人）について示す．層崩壊を

伴わない建物からの救助活動（52現場：生存77人，心肺

停止0人）は，数分から数十分で終了しており，救助活動

に特別な資機材や技術を使用しなかったと報告されてい

る．一方で，層崩壊を伴う倒壊建物からの救助活動（48

現場：生存48人，心肺停止22人）に関しては，技術面・

安全面から地域住民による救助活動は難しいことから，

救助技術を有する機関が担当することが望ましいことが

示唆された． 

 以上，広域応援に関する既往研究では，救助活動拠点

の考慮すべき事項・必要な機能を整理し，拠点施設の整

備に貢献した．しかし，地震発生から時間経過とともに

変化する被災地域内の救助活動状況を踏まえた部隊応援

に関して検討している例は見当たらない．また，震災時

の救助活動に関する既往研究では，自力脱出困難者に対

する住民の救助活動を分析することで，人命救助におけ

る共助の効果を定量的に評価し，地域住民自身の救助活

動の有効性を示した．ただし，層崩壊を伴う倒壊建物か

らの救助活動は消防などの救助技術を有する機関が担当

することが望ましい．そして，震災時の応援・受援体制

を具体的に検討するためには，地震による交通障害など

救助活動の阻害要因を考慮した上で，時間的・空間的な

観点から，消防などの「公助」の担い手が不足する地域

を明らかにする手法が求められる． 

よって本研究では，地震災害において層崩壊を伴う倒

壊建物からの救助活動が必要とされる地域を対象に，建

物現況，道路状況，消防署・出張所の立地，消防隊員数

などの地域特性を踏まえて，時間的・空間的な視点から，

震災後の被災地域における救助活動状況を分析する手法

を提案する．提案手法は，自治体が保有する地震被害想

定から，時間経過とともに変化する救助活動のシナリオ

を作成することで，地震被害の全体像や脆弱性・課題を

明らかにし，震災時の部隊応援に関する地震防災戦略や

地域防災計画の修正を行う際の基礎資料としての活用が

期待できる．特に，応援部隊の誘導調整，消防署同士の

連携，緊急交通路の道路啓開・交通規制の優先ルート選

定に寄与することが期待される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 熊本地震における警察の救助活動の分類 11) 

 

２．救助活動の時空間変化の分析手法の提案 

 

(1) 分析手法の概要 

 本研究では，揺れにより倒壊した木造・非木造建物か

ら発生する自力脱出困難者を対象に，消防隊員の救助活

動を分析することで「公助」の担い手が不足する地域を

明らかにする． 

図 2は，救助活動の分析手法の概要を示す．また，表 1

は，使用した GIS ソフトおよび地理空間データを示す． 

 提案手法は，他の自治体にも容易に適用できるように，

多くの自治体が既に保有している地震被害想定，建物現

況データ，政府統計データなどを活用することで，被災

地域内の救助活動の時空間変化を分析できることを目指

した．また本研究は，自治体が既に保有する地震被害想

定などの情報を基に，管轄部隊のみでは対応が難しく応

援を必要とする可能性が高い地域を時間的・空間的視点

から分析する目的から，提案手法に想定地震のデータを

入力しているが，具体的な地震を想定せず，一律の揺れ

を想定することで，道路ネットワークと脆弱な建物の分

布，救助隊の初期分布に基づいて「地震災害時の救助活

動」の困難度を相対的に評価することも可能である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 救助活動の時空間変化の分析手法の概要 

 

表 1 使用した GIS ソフト・地理空間データ 

項 目 詳細 

基本ソフト ArcGIS 10.4.1 for Desktop 

拡張ソフト ArcGIS Network Analyst, Special Analyst 

(a) 地震被害想定 
神奈川県地震被害想定調査 

（平成 27年） 

(b) 人口データ 
e-stat 統計 GIS 

平成 27 年国勢調査データ 

(c) 建物現況データ 
横浜市都市計画基礎調査データ 

（平成 25年） 

(d) 道路網データ ArcGIS Geo Suite 道路網 2018 

(e) 消防署・出張所 国土数値情報 消防署データ 

 

警察による全救助活動
111現場

生存128人 心肺停止32人

建物内 100現場
生存125人 心肺停止22人

土砂災害現場 10現場
生存3人 心肺停止9人

外壁崩落現場 1現場
生存0人 心肺停止1人

層崩壊を伴う建物 48現場
生存48人 心肺停止22人

層崩壊を伴わない建物 52現場
生存77人 心肺停止0人

警察が主導 39現場
生存42人 心肺停止18人

警察が他機関を支援 9現場
生存6人 心肺停止4人

(a) 地震動データ

(c) 建物現況データ

(a) 地震被害想定
全壊・半壊棟数
（250mメッシュ）

緊急交通路
道路幅員13m以上の道路

細街路
(b) 人口データ

自力脱出困難者
（250mメッシュ）

滞留率

消防隊員数

(e) 消防署・出張所

自力脱出困難者
（ポイント）

参集率

活動・休息時間

（１） 救助完了時間
（２） 救出・未救出者数

GIS Network Analyst 

通行障害
10CASE

建物

道路
自力脱出困難者

救助活動

(d) 道路網データ

（１） 生存者数
（２） 死者数

生存率
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(2) 自力脱出困難者の算定手順 

 自力脱出困難者数の算定手順について示す．はじめに，

平成 25 年度都市計画基礎調査データ（建物現況）の住宅

系建物の延床面積と平成 27 年国勢調査（人口）データを

用いて，1 人当たりの延床面積を計算した後，250ｍメッ

シュ単位で木造・非木造建物別に集計した延床面積と建

物棟数に基づき，建物 1棟・1階当たりの人口を算出した．

そして，都心南部直下地震の被害想定 12)における揺れに

よる全壊棟数を，神奈川県の自力脱出困難者の算定式(5)

に適用して，揺れによる倒壊建物に伴う自力脱出困難者

数を算定した．なお，神奈川県の手法は，木造建物の場

合は計測震度に応じた崩壊率，非木造建物の場合は震

度・建築年に応じた倒壊率を，全壊棟数に乗じて「崩壊

（倒壊）棟数」に変換した上で，木造建物の場合は 1 棟

あたりの屋内滞留人口，非木造建物の場合は 1 階当たり

の滞在人数を乗じて自力脱出困難者数を算定している．

また，本研究では，地震発生時刻を多くの住民が自宅に

在宅している時間帯である朝 5 時として，多数の自力脱

出困難者が発生する場合を想定した．朝 5 時に地震が発

生した場合，自宅等での「家具転倒による自力脱出困難

者」も発生することが予想されるが，本研究では，技術

面・安全面から地域住民による救助活動が難しい「倒壊

建物からの自力脱出困難者」のみを救助活動の分析対象

とし，消防などによる「公助」の担い手が不足する地域

を明らかにする． 

 

(3) 救助部隊の移動に関する条件設定 

 提案手法では，消防隊員が，各消防署・出張所から，

自力脱出困難者の救助現場まで向かう移動をポンプ車や

救助車等の車両によるものとし，被災状況に応じた移動

速度の低下を想定することで，地震発生後における救助

活動のモデルを構築した． 

 図3は，地震発生後における緊急車両の移動速度の推定

フローを示す． 

倒壊建物による道路閉塞が緊急車両の移動に与える影

響評価に関して，提案手法では，既往研究13)を参考に，

多くの自治体が保有している250mメッシュ別道路リンク

閉塞率（閉塞によって残存車道幅員が3m以下になったリ

ンクの割合）を活用することで，メッシュ別の通行障害

が生じる確率を求めた．その後，GIS上でPythonを用いて

0から1の一様乱数を発生させ，通行障害が生じる確率よ

り小さい場合はそのメッシュ内の細街路のみ道路閉塞の

影響により通行障害が発生する(6)とし，大きい場合には

通行障害が発生しないと仮定した．なお，提案手法では，

倒壊建物による閉塞の影響を受ける道路を細街路のみに

限定した．これは近年，緊急交通路沿いの建物の耐震化

が促進されている状況および道路幅員が13m以上の道路

は倒壊建物による閉塞の影響を受けることが少ないと考

えられるためである． 

解析は，ArcGIS（10.4.1）のNetwork Analystのツールを

応用し，消防署・出張所から全ての救助現場間の移動を

巡回セールスマン問題として解くことで，救助部隊の経

路を選択して移動時間を算出した．シミュレーションで

は，救助部隊が，救助活動中でも付近の住民から救助要

請を受け，救助活動終了後すぐ次の現場に移動する状況

を想定し，救助部隊の移動経路・担当する救助現場を下

記の手順で選択した．はじめに，道路ネットワークに沿

った全ての救助現場と消防署・出張所間の最短経路のOD

（Origin - Destination）コストマトリックスを作成する．

次に，この結果を基に，救助部隊の最適ルートに救助現

場を1つずつ挿入して初期ルートを作成する．そして，タ

ブー検索メタヒューリスティクスに基づき，救助部隊の

移動経路ごとに救助現場の到着順序の再設定や，別の救

助部隊の移動経路に救助現場を移動・交換することで，

初期ルートを改善し，救助部隊の移動経路・担当する救

助現場を決定する．その際，地震発生から救助部隊が各

現場に到着するまでに要する時間が最小限になるように

解析し，横浜市防災計画14)に記載されている震災直後の

救助活動の方針（被害情報が錯綜する震災直後は消防署

周辺から救助活動を開始）に沿うよう，消防署・出張所

から時間距離が短い救助現場が優先されるように設定し

た． 

提案手法では，細街路における通行障害の状況を，完

全情報として救助部隊の現場までの移動経路を設定して

いることから，救助部隊の迂回などの行動は考慮できて

いない．ただし，移動速度のパラメータを選択する際，

既往研究13)において，自力脱出困難者1人当たりに要する

救助現場までの移動時間の平均値が，熊本地震における

覚知から現場到着までの平均時間と同程度になったパラ

メータを採用することで，救助現場の覚知から救助部隊

の出動までに要する時間および捜索時間は，シミュレー

ションの移動時間に含まれていると仮定した．また，救

助現場の発見・通報に要する時間については，阪神淡路

大震災の教訓15)より，救助活動中でも付近の住民から救

助要請を受け，救助活動終了後すぐ次の現場に移動する

状況を想定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 緊急車両の移動速度の推定フロー 

 

(4) 救助活動に関する条件設定 

 熊本地震による倒壊建物からの救助活動を分析した警

察資料11)および阪神淡路大震災の教訓資料15)より，倒壊

した木造建物から発生する自力脱出困難者1人を救出する

ために必要な救助時間を96分，倒壊した非木造建物から

の救助時間を木造の2倍（192分）に設定した．また，救

助活動に従事した熊本県警察等による救助現場に関する

アンケート調査では，活動人数が1現場あたり5人以下の

場合，明らかに不足を感じていた結果を踏まえ，6人編成

の救助部隊を運用するとした．そして，消防隊員の1日あ

たりの活動時間は，心身の疲労に伴う二次災害を防止す

る観点から，移動時間を含む救助活動を16時間，休息を8

時間と設定した． 

各消防署の隊員数は，横浜市消防年報16)を参考に，各
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出張所に12人ずつ，消防署に残りの隊員を配置した．ま

た，消防署の隊員の勤務体制を2部制とし，朝5時に地震

が発生した時点で出勤していない消防隊員の参集率は，

東京消防庁の消防署勤務職員の東北地方太平洋沖地震時

の時間別平均参集率17)を参考に，地震発生から5時間後で

50%，10時間で75%，24時間で100%と設定した．参集後，

救助部隊は直ちに救助活動を行うとした． 

 図4は，消防による救助活動のフローについて示す．本

研究では「自力脱出困難者が被災してから救助されるま

での時間」を，鍬田ら18)が，阪神淡路大震災の神戸市東

灘区の救助活動記録を基に作成した地震発生からの経過

時間と生存率の関係式(7)に適用することで，救出された

自力脱出困難者の生死を判定した．また，本研究では地

震火災を考慮しておらず，消防署の全隊員が自力脱出困

難者の救助活動に従事する状況を想定している．今後，

提案手法に消火活動を組み込むことの必要性は論を待た

ないが，「消火活動に要する時間と必要な隊員数」が明

らかとなれば，分析結果を編集し，消火活動を考慮した

「救助完了時間」と「生存者数」を算定することは難し

くないと考える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 消防による救助活動フロー 

 

(5) 提案手法による解析結果について 

 図5は，提案手法による解析結果の出力画面について示

す．本研究では，細街路における倒壊建物による道路閉

塞に関して，10通りのケースを設定し，横浜市の18の行

政区別に，被災地域内の救助活動を分析した． 

解析結果を分析することで，自力脱出困難者の救助開

始時間および救助完了時間，救助部隊の移動経路・移動

時間・救助した自力脱出困難者数，管轄区域内の自力脱

出困難者全員の救助完了時間が明らかとなり，時間的・

空間的な視点から，震災後の被災地域における救助活動

状況を分析することができる．なお，3章以降の分析では，

自力脱出困難者数の救助完了時間は，10回のシミュレー

ションの平均値を用いることで評価する． 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

図 5 提案手法による解析結果（南区） 

３．ケーススタディにおける手法の有用性の検討 

 

(1) 対象地域の特性 

 本研究では，神奈川県横浜市を対象地域として，震災

後の被災地域における応援・受援体制を検討するにあた

り，提案手法を活用することで，その有用性について検

討する． 

横浜市は，神奈川県の東部に位置し，面積は約 435km2

であり，神奈川県の面積の約 18%を占めている．また，

河川や海岸沿いの低地は沖積層であるため，地震時には

地震動の増幅や，液状化現象が懸念される．平成 27 年国

勢調査によると，総人口は約 372 万人であり，市として

は全国 1 位の人口である．建物現況に関して，旧耐震の

建物は約 27 万棟（約 41%），新耐震の建物は約 39 万棟

（約 59%）存在する．特に，旧耐震の木造建物棟数が多

い地域として戸塚・港北・旭・鶴見区などが挙げられる． 

さらに，道路状況に関して，平成 29 年 4 月 1 日現在，

横浜市が管理する道路延長は 7618.9km であり，そのうち

道路幅員 5.5m 未満の道路は約 48.6%と高く，救命・救助

活動の妨げとなっている．また，主要道路の平日の混雑

度（= 交通量 / 交通容量）は，全国平均の 0.64（平成 27

年度全国道路・街路交通情勢調査より算出）に対し，横

浜市は 0.99であり，東京 23区や川崎市など全国の大都市

の中で最も高い値を示している．平常時でも各箇所で交

通渋滞が生じている状況を踏まえると，災害時には一層

の渋滞が予想され，緊急車両の救助現場までの移動に支

障をきたす可能性が高い地域といえる． 

 

(2) 想定地震 

 本研究では，神奈川県の地震被害想定において，地震

発生の切迫性が高く，広域応援などのシナリオ作成の対

象である都心南部直下地震をケーススタディとして，提

案手法を適用した．図 6 は，神奈川県地震被害想定 12)に

おける都心南部直下地震の震度分布を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 都心南部直下地震の震度分布 12) 

 

地震発生

出動

参集率17)

現場到着

救助開始

救助完了

移動時間含めた
活動時間が16時間以内？

Yes
転進 No

休息（8時間）

未救出者が存在？

Yes 活動終了
No

Ü
0 2 4 61

Kilometers

凡例

消防広域化ブロック_編集

神奈川県　行政区域

神奈川県５次メッシュ　計測震度　都心南部

計測震度

3以下

4

5弱

5強

6弱

6強

7

NatGeo_World_Map

5強

6強
6弱

想定震度

港北

鶴見

神奈川

都筑

青葉

緑

旭

瀬谷

保土ケ谷

西

中
南

泉

戸塚 港南

磯子

栄
金沢



 

 

5 

 

(3) 自力脱出困難者数の算定結果 

本研究では，救助技術を有する機関による救助活動が

望ましい倒壊した木造・非木造建物から発生する自力脱

出困難者を対象に，提案手法を用いて被災地域内の消防

による救助活動の時空間変化を分析することで，公助の

担い手が不足する地域を明らかにする． 

図 7 は，自力脱出困難者数の算定結果を示す．神奈川

県の手法は，木造建物には計測震度に応じた崩壊率，非

木造建物には震度・建築年に応じた倒壊率を乗じた推定

式を用いており，旧耐震の木造建物棟数が多く強い揺れ

が想定される地域は，自力脱出困難者が多数発生する．

よって，旧耐震の木造建物棟数が多く且つ震度 6弱～6強

の強い揺れが想定される港北・鶴見区内では，揺れによ

る倒壊建物に伴う自力脱出困難者が多数発生する結果と

なった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 自力脱出困難者数の算定結果 

 

(4) 提案手法による被災地域内の救助活動の分析 

 本節では，提案手法を用いて，揺れによる倒壊建物に

伴う自力脱出困難者の救助活動を分析する． 

図 8 は，救助活動シミュレーションの出力結果の一例

を示す．図 8(a)は自力脱出困難者数，図 8(b)~(c)は，地震

発生からの時間経過に応じた救出活動が行われていない

自力脱出困難者数の空間分布を示す．図 8 より，地震発

生から 24 時間後の救助活動状況について着目すると，横

浜市の南・中部では，ほとんどの自力脱出困難者の救助

活動が実施されているのに対して，港北や青葉など北部

では，多くの自力脱出困難者の救助活動が実施されてい

ない状況であることが読み取れる．また，シミュレーシ

ョンでは，地震発生当初，救助隊員が消防署・出張所周

辺から救助活動を実施していることを確認した．これは，

地震発生から救助部隊が各現場に到着するまでに要する

時間が最小限になるように，巡回セールスマン問題とし

て解析したことが要因であると推測する．このように，

提案手法を活用することで，時間的・空間的な視点から，

震災後の被災地域における救助活動状況の分析が可能と

なり，公助の担い手が不足する地域を明らかにすること

ができる． 

 表 2 は，救助活動の分析結果について示す．本研究で

は，計算負荷の理由から，10 回のシミュレーションで被

災地域内の救助活動を分析している．ただし，表 2 の行

政区別の救助完了時間・生存者数の最大値・最小値・平

均値・標準偏差より，被災地域の応援・受援体制を検討

する上では，ケース別の通行障害による解析結果の変動

が与える影響は小さいと考える．この要因として，提案

手法では，250m メッシュ内で通行障害が発生すると判断

された場合，メッシュ内の道路幅員 13m 未満の細街路の

移動速度を 1km/h と設定することで極度の渋滞状態を想

定し，倒壊建物による街路閉塞の影響を考慮しており，

救助部隊が到着できない現場は生じないものと想定して

いるためと推測する．したがって，個々の救助現場では

なく，市区町村単位で救助活動に要する時間を把握する

場合や生存者数を算定する場合には，各試行における結

果の変動は大きくないことが予想される． 

表 2 より，地震発生から管轄区域内の自力脱出困難者
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を全員救助するまでに要した時間（救助完了時間）の平

均値は，港北が 84.2 時間，青葉が 62.4 時間，神奈川が

54.8 時間，鶴見が 52.3 時間，都筑が 41.4 時間の順で長い

結果となった．一般的には，72 時間以内に救出すること

が望ましいとされているが，倒壊した木造建物の場合，

崩壊部材が高密度に空間を埋めるため，24 時間以内の迅

速な救助活動が必要との指摘もある．また，本研究では

地震火災などは考慮しておらず，被災地域の救助活動は，

算定した救助完了時間よりも長期化することが懸念され

る．上記を踏まえると，都心南部直下地震の際，横浜市

内においては震度 6 強以上の揺れが予想される北部一帯

は，救助隊の応援が特に必要になる可能性が高い． 

 図 9 は，地震発生からの時間経過に応じた未救出者数

の平均値の推移について示す．図 9 より，鶴見は，横浜

市内で 2 番目に自力脱出困難者数が多く発生するにも関

わらず，地震発生から 26時間時点で青葉，39時間時点で

神奈川より，未救出者数が下回ることが読み取れる．こ

れは，人的被害量に対して消防力が比較的優位であるこ

とや，消防署周辺に人的被害が集中しているため救助隊

の転進に伴う移動が少ないことが要因となり，青葉・神

奈川と比較して救助活動が円滑に実施されるためである． 

以上，提案手法による分析結果から，被災地域内の救

助活動の進行状況が一様ではないことを考慮すると，震

災直後の人的被害量のみを基準に応援部隊の派遣先を検

討することは，限られた応援側の救助能力を有効活用す

る観点からは適切ではないことが予想される．よって，

最大限の人命救助を実現するためには，地震発生から時

間経過とともに変化する被災地域内の救助活動状況を踏

まえた上で，応援・受援体制を検討する必要がある． 

 

表 2 救助活動の分析結果 

行政区 

自力脱出 

困難者数 

（人） 

救助完了時間（時間） 生存者数（人） 

最大 最小 平均 
標準 

偏差 
最大 最小 平均 

標準 

偏差 

港北 773 84.7 83.4 84.2 0.4 305.4 300.8 303.5 1.1 

青葉 473 63.5 61.4 62.4 0.5 224.6 223.0 223.7 0.5 

神奈川 353 55.5 54.3 54.8 0.3 189.2 187.9 188.6 0.4 

鶴見 587 52.9 51.7 52.3 0.4 326.1 323.1 324.8 0.8 

都筑 238 42.1 40.5 41.4 0.5 140.0 138.7 139.4 0.3 

旭 176 28.8 26.7 27.5 0.7 132.4 131.8 132.1 0.2 

保土ケ谷 116 27.7 24.8 25.8 0.8 89.0 88.2 88.6 0.2 

緑 112 23.5 19.8 21.5 1.1 87.0 86.3 86.6 0.2 

西 103 20.8 19.5 20.0 0.5 80.5 80.1 80.3 0.1 

南 109 19.7 18.0 18.9 0.6 85.6 85.2 85.5 0.1 

中 124 18.5 16.9 17.8 0.6 98.6 98.3 98.4 0.1 

磯子 45 13.6 12.1 12.8 0.5 38.0 37.9 37.9 0.0 

瀬谷 22 8.1 7.7 7.9 0.1 19.8 19.7 19.8 0.0 

泉 22 6.9 5.9 6.3 0.4 20.1 20.0 20.1 0.0 

金沢 16 5.4 5.4 5.4 0.0 15.0 14.9 15.0 0.0 

戸塚 12 3.6 3.6 3.6 0.0 11.3 11.3 11.3 0.0 

港南 5 2.6 2.4 2.5 0.1 4.7 4.7 4.7 0.0 

栄 1 2.4 2.3 2.3 0.0 0.9 0.9 0.9 0.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 未救出者数の推移 

(5) 応援部隊の派遣先・経路に関する分析 

 本節では，第 4 節の救助活動の分析結果を踏まえて，

他の行政区と比較して救助活動が長期化することが予想

される横浜市北部の行政区（港北・青葉・神奈川・鶴

見・都筑）を対象に，応援部隊の派遣先・経路について

分析・考察する． 

 図 10 は，中央防災会議の首都直下地震における各活動

のタイムライン 3)について示す．図 10 より，地震発生か

ら 12 時間を目途に，応援部隊の活動拠点が設定されて救

助活動が本格化する．また，地震発生から 24 時間を目途

に，緊急輸送ルートの啓開および緊急交通路が指定され，

48 時間以内には首都直下地震道路啓開計画 19)で示される

被災地内ルートの各方向上下 1 直線の啓開を目標として

いる．よって，本研究では地震発生から 12・24・48 時間

後の 3 つの時間帯に焦点を当てた． 

 はじめに，地震発生から時間経過に応じた未救出者数

の空間分布を考察するため，図 11 に未救出者数の分布，

図 12 に未救出者が存在する 250m メッシュ数の推移を示

す．表 2 および図 12 より，地震発生直後，港北は最も多

くの自力困難者が広範囲で発生する．一方，青葉の自力

脱出困難者数は，鶴見と比較して少ないものの，救助現

場（未救出者が存在するメッシュ）が分散しており，応

援部隊が各現場に到着するまで時間を要する可能性が高

い．以上から，自力脱出困難者数だけでなく，各現場の

位置関係を踏まえて応援体制を検討する必要がある． 

そして，図 11 より，地震発生から 48 時間後では，青

葉の北部一帯，港北の北部・南部一帯に未救出者が多く

存在していることが読み取れる．この結果は，人的被害

の空間分布と消防署・出張所の位置関係が深く影響して

おり，被害情報が錯綜する震災直後は消防署・出張所周

辺から救助活動が実施されると想定 14)すると，消防署か

ら離れているこれらの地域では，地震発生から 48 時間以

降も未救出者が存在する恐れがある．したがって，都心

南部直下地震時における緊急交通路の交通規制・道路啓

開における優先ルートを選定する際，人命救助の観点か

ら港北の北部・南部，青葉の北部周辺にアクセスできる

緊急交通路は優先度が高いことが予想される．特に，過

去の震災の教訓 11),15)より，被災地域外から応援に向かう

救助隊は土地勘が乏しく，活動現場に移動する際は地元

消防本部が誘導のため部隊を割く状況が想定される．ま

た，応援部隊は活動現場に関する具体的な無線指示を受

けることができない状況も予想されることから，未救出

者が集中して存在する地域に応援部隊を受け入れること

が，効率的な救助活動を実施する上で望ましい． 

 次に，被災地域における人的被害量や消防力などを踏

まえた応援部隊の派遣先について検討するため，図13に

生存者数の推移について示す．図13の生存者数は，救出

された自力脱出困難者のうち生きて救出された者と，未

救出者のうち生存していると予想される者の合計値であ

る．そして，特定の時刻における生存者数から，全ての

自力脱出困難者の救助活動が完了した時点で生きて救出

された者の最終的な人数を差し引くことで，未救出者の

うち生存率の向上が期待される人数を算定した．この値

を地域間で比較することで，最大限の人命確保を実現す

るための応援部隊の派遣先を，被災地域内の人的被害量

および消防力を考慮した上で検討することができる． 

図14は，地震直後（地震発生から0時間）および地震発

生から「12時間後」「24時間後」「48時間後」の未救出

者のうち生存率の向上が期待される人数について示す．  
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図 10 首都直下地震における各活動のタイムライン 3) 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 未救出者数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 未救出者が存在するメッシュ数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 生存者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 未救出者のうち生存率の向上が期待される人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 応援部隊の派遣先・経路の分析 
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よる通行禁止等
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緊急交通路指定

「首都直下地震道路啓開計画」
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以降、引き続き被災地内ルート
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指定

１日目

２日目

12H

24H

48H
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４日目
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順次点検
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図14より，港北は地震発生からの時間経過に関わらず，

他の区域と比較して大きく，応援部隊を派遣する優先順

位が最も高い区域であると判断できる．一方，鶴見は，

地震直後の未救出者のうち生存率の向上が期待される人

数が港北に次いで大きいにも関わらず，地震発生から12

時間後では青葉よりも小さくなる．これは，地震発生か

ら12時間以内に救出された人数が，青葉は95人であるの

に対し鶴見は158人と多く救出したこと，12時間以降も青

葉と比べて鶴見における自力脱出困難者の救助活動が迅

速に行われることが要因である．つまり，地震発生から

の時間経過によっては，青葉と鶴見は応援部隊を派遣す

る優先順位が変動することが明らかとなった．上記の結

果を踏まえると，被災地域における人的被害量や消防力

などを踏まえて応援部隊の派遣先を検討する際，応援部

隊の到着が遅れるほど地域間の救助活動の進行状況に差

が生じることが予想されることから，提案手法を用いて，

被災地域内の救助活動の時空間変化を想定し，応援部隊

の配分や派遣先を決定することが，限られた応援側の救

助能力を有効活用するためのソフト対策として期待でき

る． 

 最後に，応援部隊の派遣先・経路について考察するた

め，行政区別に，被災地域の救助隊により自力脱出困難

者が救出されたものの死亡する確率を用いて，ArcGIS

（10.4.1）の空間分析ツールである最適化ホットスポット

分析(8)を実施した．この分析におけるホットスポットは，

死亡率が高い自力脱出困難者が，統計的に有意な値の空

間クラスターを形成したことを示しており，被災地域内

において公助の担い手が不足する地域を把握することに

適していると判断した．また，地震による交通障害を考

慮した上で，ArcGISのNetwork Analystツールを使用して，

横浜市内の救助活動拠点から最も移動時間が短い250mメ

ッシュの重心を結びつけて，メッシュを拠点別に分類し

た．そして，救助活動拠点として指定されている三ツ沢

公園を対象に，ホットスポットに到達するまでの全ての

使用経路を図示した．図15はこれらの分析結果を示して

おり，最も移動時間が短い救助活動拠点の分類でメッシ

ュを色分けしている． 

 図15より，自力脱出困難者の死亡率のホットスポット

は，自力困難者数が多く発生かつ消防署から離れている

地域に集中している．ただし，鶴見のように自力脱出困

難者数が比較的多い地域でも，消防署が近接している場

合はホットスポットが形成されていない．また，港北の

ような人的被害状況と消防署・出張所の位置関係では，

ホットスポットが互いに離れたところに形成されること

が明らかとなった．  

次に，図15の三ツ沢公園を対象としたホットスポット

に到達するまでの使用経路に着目すると，国道1号（横浜

新道・第2京浜）を使用することが，最寄りの救助活動拠

点から，公助の担い手が不足する地域に向けて応援部隊

を迅速に派遣するための重要な緊急交通路であることが

明らかとなった．本研究では，細街路における倒壊建物

による道路閉塞を交通障害として想定13)しており，横浜

市のような旧耐震の木造棟数が多く，道路幅員5.5m未満

の道路が半数を占めている地域では，緊急交通路を軸に

救助現場へのアクセスを確保することが，応援部隊の迅

速な派遣を実現させるために重要である．上記の結果を

踏まえると，提案手法による分析結果は，震災直後の人

命救助に重要な時間帯における緊急交通路の道路啓開・

交通規制の優先ルートを選定する際に有用性が期待でき

る． 

 以上，本研究では，都心南部直下地震をケーススタデ

ィとして，震災後の被災地域における救助活動状況を分

析する手法を提案・活用することで，公助の担い手が不

足する地域を明らかにし，応援部隊の派遣先・経路につ

いて考察した．従来の地震被害予測では被害量が示され

るのみで，被災地域における人的被害量や消防力・道路

現況などを踏まえて応援部隊をどの地域に派遣するのが

人命救助に有効なのか検討するには，被災地域の救助活

動の時空間変化を捉える必要がある．したがって，自治

体が既に保有する地震被害想定などの情報を基に，提案

手法を用いて，管轄部隊のみでは対応が難しく応援を必

要とする可能性が高い地域を，時間的・空間的視点から

明らかにすることで，応援部隊の誘導調整，近隣に位置

する消防署同士の連携，緊急交通路の道路啓開・交通規

制の優先ルート選定などに関する防災計画の基礎資料と

なることが期待できる． 

 

 

４．結論 

 

 本研究では，時間的・空間的な視点から，震災後の被

災地域における救助活動状況を分析する手法を提案し，

都心南部直下地震をケーススタディとして，公助の担い

手が不足する地域を明らかにした．そして，得られた分

析結果を基に，震災直後の人命救助に重要な時間帯にお

ける緊急交通路の道路啓開・交通規制の優先ルートを選

定した．得られた成果を以下にまとめる． 

1) 自治体が保有する地震被害想定などを，提案手法に入

力することで，時間経過とともに変化する救助活動状況

を分析することができた．特に，地震発生からの時間経

過に応じた未救出者数の推移に着目すると，鶴見は，横

浜市内で 2 番目に自力脱出困難者数が多く発生するにも

関わらず，地震発生から 26時間時点で青葉，39時間時点

で神奈川より，未救出者数が下回ることが明らかとなっ

た．これは，人的被害量に対して消防力が比較的優位で

あることや，消防署周辺に人的被害が集中しているため

救助隊の転進に伴う移動が少ないことが要因となり，青

葉・神奈川と比較して救助活動が円滑に実施されるため

である．上記の分析結果より，被災地域の救助活動の進

行状況が一様ではないことを考慮すると，震災直後の人

的被害量のみを基準に応援部隊の派遣先を検討すること

は，限られた応援側の救助能力を有効活用する観点から

は適切ではない．  

2) 被災地域内の救助活動の分析結果より，地震発生から

の時間経過によっては青葉と鶴見は応援部隊を派遣する

優先順位が変動することが明らかとなった．上記の結果

を踏まえると，被災地域における人的被害量や消防力な

どを踏まえて応援部隊の派遣先を検討する際，応援部隊

の到着が遅れるほど地域間の救助活動の進行状況に差が

生じることが予想されることから，提案手法を用いて被

災地域内の救助活動の時空間変化を想定し，応援部隊の

配分や派遣先を決定することが，限られた応援側の救助

能力を有効活用するためのソフト対策として期待できる． 

3) 救助活動拠点である三ツ沢公園を対象としたホットス

ポットに到達するまでの使用経路に着目すると，国道 1

号（横浜新道・第 2 京浜）を使用することが，最寄りの

救助活動拠点から公助の担い手が不足する地域に向けて

応援部隊を迅速に派遣するための重要な緊急交通路であ
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ることが明らかとなった．横浜市のような旧耐震の木造

棟数が多く，道路幅員 5.5m 未満の道路が半数を占めてい

る地域では，緊急交通路を軸に救助現場へのアクセスを

確保することが，応援部隊の迅速な派遣を実現させるた

めに重要である．上記を踏まえると，提案手法による分

析結果は，震災直後の人命救助に重要な時間帯における

緊急交通路の道路啓開・交通規制の優先ルートを選定す

る際に有用性が期待できる． 

本研究は，震災直後の被害情報が錯綜する状況に備え，

自治体が既に保有する地震被害想定などの情報を基に提

案手法を用いることで，受援側が応援を必要とする可能

性が高い地域を把握できることを示した．分析結果は，

応援部隊の誘導調整，近隣に位置する消防署同士の連携，

緊急交通路の道路啓開・交通規制の優先ルート選定など

に関する防災計画の基礎資料となることが期待できる．

また，既往研究 13)では，横浜市を対象地域として一律の

揺れを想定して，行政区別に震災時の救助活動能力を考

慮した地域評価を試みたところ，計測震度 6.0（震度 6 強）

では，横浜市内の全ての地域において生存率が高い時間

帯（24 時間以内）に「公助」が行き届かない可能性があ

ることが明らかとなった．本研究でも，震度 6 強が想定

される横浜市北部の行政区では，救助活動が長期化する

ことが予想されるが，震度 6 弱以下の横浜市中南部の多

くの行政区では，救助活動が 24 時間以内に完了している．

したがって，震度 6 弱以下の行政区を管轄する消防と，

震度 6 強以上の行政区を管轄する消防との連携体制の構

築が，震災時の人命救助に重要であると考える．そして，

「リアルタイム利用」に関する展望として，本提案手法

の入力値を「計測震度別の一律の揺れによる全壊棟数・

半壊棟数」とすることで，その解析結果（救助活動の困

難度）を参考に，初動対応期に部隊応援の方針などの検

討が可能となる．加えて，救助部隊の配置見直しや，道

路ネットワーク・建物の脆弱性の改善が必要な地域を，

救助活動面から明らかにできる可能性がある． 

一方，今後の課題として，本研究では地震火災を考慮

していないため，提案手法に消火活動を組み込むことの

必要性は論を待たない．特に，港北や青葉は地震火災に

よる危険性が高い地域と，本研究で明らかにした公助の

担い手が不足する地域が空間的に重なる部分が存在する

ため，死者数が増加する恐れがある．また，本研究の被

害想定において，鶴見は青葉よりも自力脱出困難者数が

多く発生するにも関わらず，自力脱出困難者が存在する

メッシュ数は少なかったことを踏まえると，地域間で異

なる救助現場の空間的な広がりが捜索時間の増減と関係

することが予想される．今後，救助現場の空間的な広が

りと捜索時間の関係を明らかにして，土地勘に乏しい応

援部隊による効率的な救助活動の在り方を検討すること

が求められる．そして，実効性のある応援・受援計画を

立案するためには，隣接する消防署間の連携も踏まえた

上で，被災地域外から向かう応援部隊の派遣先・配分を

検討する必要がある．あわせて今後の課題としたい． 

 

 

補 注 

 

(1) 文献 3 を参考に，本研究における進出拠点・救助活動拠点

の定義を下記に示す． 

 

 

補注表 1 拠点施設の定義 3)
 

拠点 定義 

進出拠点 
広域応援部隊等が被災地に移動する際の目標となる拠点

であって，各施設管理者の協力にて設定するもの 

救助活動拠点 

各部隊が被災地において部隊の指揮，宿営，資機材集

積，燃料補給等を行う拠点として，被災地方公共団体が

あらかじめ想定し，発災後には速やかに確保すべきもの 

(2) 文献 3 によれば，都心南部直下地震時における応援部隊の

派遣先を選定する際，被災地域内の救助隊の勢力も考慮した上

で，中央防災会議被害想定における死者数および自力脱出困難

者数に応じて，1 都 3 県（東京都，埼玉・千葉・神奈川県）に応

援部隊を派遣することを想定している． 

(3) 長野県は，広域防災拠点を，進出拠点・救助活動拠点・航

空搬送拠点・広域物資輸送拠点の総称として扱っている． 

(4) 山口ら 7)は，全国の 47 都道府県の県庁，政令指定都市 20

市・中核市 48市の 115の自治体と，全国土木系教員名簿 2016年

版（大学・高専）に記載されている教員のうち専門に「防災」

「減災」と入っている教員 94 名を対象に，震災直後の防災拠点

の道路接続の重要度に関するアンケート調査を実施した．なお，

アンケートでは，防災拠点の重要度評価だけでなく，拠点機能

の必要な時期についても調査を実施している． 

(5) 神奈川県の自力脱出者数の算定手法を下記に示す． 

①神奈川県（木造） 

 自力脱出困難者数 = 0.3 × 崩壊建物数 × 木造建物 1 棟あたりの屋内滞留人口 

 崩壊建物数 =  全壊建物数 × 崩壊率 

 崩壊率 = 0.4 × 計測震度 − 2.1 

②神奈川県（非木造） 

 自力脱出困難者数 = 0.3 × 倒壊建物数 × 非木造建物 1 階当たりの滞在人数 

 倒壊建物数 = 全壊建物数 × 震度・建築年に応じた倒壊率 

(6) 本研究では，250mメッシュ内で通行障害が発生すると判断

された場合，メッシュ内の道路幅員 13m 未満の細街路の移動速

度を 1km/h と設定することで，極度の渋滞状態を想定し，倒壊

建物による街路閉塞の影響を考慮した．シミュレーションでは，

通行障害が発生するメッシュ内の細街路を通行不可とせず，救

助部隊が到着できない現場は生じないものとした．なお，通行

障害の影響を受ける細街路の移動速度を 1km/h に低下させるこ

とで，緊急交通路や道路幅員 13m 以上の道路などが救助部隊の

移動経路として優先的に使用されることを確認できた． 

(7) 文献 18 における地震発生からの経過時間と生存率の関係式

のグラフを示す．なお，本研究では，シミュレーションで明ら

かにする「自力脱出困難者が被災してから救助されるまでの時

間」を，下記の式に適用することで，救出された自力脱出困難

者の生存率を求めた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補注図 1 時間依存の生存率 18)
 

(8) 最適化ホットスポット分析では，Getis-Ord Gi*統計を使用し，

統計的に有意なホットスポット（平均値以上の集積）を特定す

る．また，ホットスポットの信頼度が 90%以上では「事象は空

間的にランダムに存在する」という帰無仮説を棄却できる．分

析手法に関する詳細情報は，参考文献 20 を参照されたい． 
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